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インドにおける CSR 活動の新展開 *
梅　野　巨　利
1 ．インドにおける ｢2013年会社法｣ と CSRの法制化
本稿は、インドにおける ｢2013年会社法｣（The Companies Act 2013、以下会社法）の中
































（Indian Institute of Management Udaipur、インド経営大学院ウダイプール校）が2017
年に発表した報告書、Responsible Business Rankings 2017: Indiaʼs Top Companies for 
Sustainability and CSR 2017が注目される。同報告書は、著者らが開発した CSR の評価指
標でインド企業の活動を測定評価し、優れた CSR を実践しているインド企業のランキング
を発表している。1 位から 3 位までのトップ 3 は、いずれもタタ財閥のグループ企業が占め
ている。1 位タタ・ケミカル、2 位タタ・スチール、3 位タタ・パワー。また、5 位にも、
同じくタタ・グループのタタ・モータースがランクインしている。
 他方、インドの CSR をテーマとしたわが国における先行研究（2000年以降に発表された











1 ） Shrivastava and Venkateswaran （2000）, Balasubramani, et.al.（2005）, Chendroyaperumal and Juliet 
（2008）, Jayakumar, et. al. （2012）, Srivastava, et. al. （2012）, Arman （2015）, Dileep （2015）, Ganesh （2015）, 
Shailesh （2015）, Bhaduri and Selarka （2016）, Majmudar, Rana, and Sanan （2017）.
2 ） IIMU （2017）, Human Capital, 2015 .
3 ） Debroux （2006）, シュレスタ（2009a, 2009b, 2010）, 鈴木・シュレスタ（2011）, Gretebeck （2017）.
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3 . ｢2013年会社法｣ の内容 4 ）
インドでは、2013年 8 月 8 日に ｢新会社法議案2012｣ が議会を通過し、これが ｢2013年会



















　③　純利益5,000万ルピー（約8000万円）以上。　（1 ルピー =1 .6円で換算）
会社法は、上記の基準のいずれかに該当する企業は、直近 3 カ年の税前利益の平均額の







会社法は、CSR 法制化の対象企業に対して、取締役会の中に CSR 委員会を設置すること
を義務づけている。CSR 委員会は 3 名以上の取締役から構成され、このうち少なくとも 1 名















































4 ．NGIL の CSR
⑴　NGIL とは




ており、その意味では NGIL の方がインドビジネスにおいて先輩格にあたる。NGI とそのイ



















に無償提供した。2005年、 農業灌漑用水プロジェクトは第 2 弾の拡張工事が行われた。ま
6 ） 新田ゼラチン（2018）、NGIL（2018）。




このように、NGIL では会社法で CSR が法制化されるずっと以前から、医療、教育、地域
開発の分野で、地元での社会貢献活動に尽力していたのである。
⑶　CSR法制化後
会社法で CSR が法制化されてからは、NGIL は次のように対応している。
①　CSR 委員会
既述のとおり、会社法で CSR 委員会を取締役会の中に設置することが義務づけられた。
同委員会は 3 名以上の取締役から構成され、うち 1 名以上が独立取締役とされている。2018
年 3 月時点の NGIL における CSR 委員会は次の 4 名からなる 8 ）。K. L. Kumar（独立取締
役）、A. K. Nair（独立取締役）、S. Takahashi（取締役）、Sajiv Menon（代表取締役社長）。
②　CSR の実施
会社法では CSR を実施するにあたって、次の 3 つの方法が示されている。1 つ目は、会
社が直接 CSR を実施する。2 つ目は、会社が CSR のための財団を設置して活動を行う。3
つ目が、会社が NGO や市民組織などと協働して行う。会社はこれら 3 つの方法から選択し
て CSR を実施することになるが、NGIL はこれら 3 つのすべてを活用している。2 番目との
関係では、NGIL は2010年に地域社会との共存を目的として、｢K.T. チャンディ = セイイチ
ニッタ財団｣ を設立した。同財団名につけられている 2 名の名前は、1975年に NGIL が設立
された当時のインド側 KSIDC 総裁の K.T. チャンディ氏と NGI 社長の新田精一氏である。
NGIL は同財団を通じた活動のみならず、自社自身による直接的な社会貢献活動や、外部の
NGO・NPO との協働によっても CSR を実践している。
NGIL が行う CSR の内容は、会社法で定める既述の 1 ～ 9 にあてはまるものであり広範
囲に及ぶ。それらのうち、柱となる活動は次の 5 つである。教育、生活改善、地域開発、健













8 ） NGIL （2018）.
9 ） NGIL （2017a）.
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NGIL は CSR の活動領域を選択するにあたり、ニーズ調査から始める。同社のケララ
州における事業拠点は、本社（通称コーポレート・オフィス）、ゼラチン事業部（Gelatin 
Division、通称 GD）、オセイン事業部（Ossein Division、通称 OD）の 3 つからなるが、こ
れらのうち、CSR の実施対象地域となるのが OD である。ここは、3 つの事業拠点の中で
も最も過疎地域に位置し、開発が遅れている場所である。OD が立地するカドゥクティと
コラッティの 2 つのパンチャヤットと呼ばれる行政区域が主たる CSR の対象地域である。
NGIL は、CSR の実践に先立って、これら両地域の地元住民がどのような生活をしているの
か、その実態把握から始めた。地元住民の生活実態にもとづく CSR ニーズ調査は NGIL 自
身が行うのではなく、地元 NGO のラジャギリ・トランスセンドに依頼した。同 NGO は詳
細な現地調査を行った。その一部を以下に紹介しよう10）。








　イスラム教1,365人（5.2%）、キリスト教13 ,227人（50 . 8%）、
　ヒンズー教11 ,395人（43 . 7%）。
・貧困ライン（月1,000ルピー = 約1,600円）
　BPL（Below Poverty Line：貧困ライン以下）の生活者、32 .2%。
　APL（Above Poverty Line：貧困ライン以上）の生活者、65 .7%。
・トイレの設置状況
　トイレなし12軒、1 カ所184軒、2 カ所2,675軒、浄化槽あり3,399軒。
以上の調査結果にもとづき、NGO のラジャギリ・トランスセンドは、NGIL に対して 8
つの領域で活動を行うことを提言した。それらは、インフラ整備、健康管理支援、環境、衛
生、飲料水確保と農業灌漑用水、企業家精神、教育支援、高齢者と女性の活躍支援、である。















































NGIL は CSR の活動結果として、以下のように支出額を公表し、｢2 % ルール｣ をクリア
していることを示している。なお、筆者が直接同社から入手した資料では、過去の平均純利
益が過去 3 カ年ではなく過去 2 カ年として計算されている。それによれば、過去 2 ヵ年平均
純利益額9,716万ルピー、会社法の ｢2 % ルール｣ 適用額は194 . 3万ルピー、NGIL が実際に
支出した CSR 額214 . 2 万ルピーである。以上から｢2 % ルール｣をクリアしている。その他、
会社法上の CSR には含まれないが、上述した事業所内の緑化活動と環境改善活動に330 . 5万
ルピー、9,910万ルピーをそれぞれ支出している。
5 ．ケララ州におけるその他の地元企業のCSR
本節では、NGIL 以外のケララ州のインド地元企業の CSR について、筆者が現地取材し
た 2 つの会社について報告する。
⑴　AVTナチュラル 11）
AVT ナチュラルは、プランテーション事業を行う A.V. トーマス・グループの多角化事
業会社 1 つである。植物栽培（マリゴールド）とそこから抽出される含油樹脂をベースとし
た飼料生産、食用含油樹脂の生産、食品向け天然色素と天然香料の生産を行う会社である。




の柱に定めている。これら 3 領域に対する CSR 支出割合は、およそ60：60：13とのことで
ある。2017年時点での CSR 比率は2.9% で ｢2 % ルール｣ をクリアしている。





















たノンバンクである。インド全土に 3 ,740店舗展開し、社員数 2 万人を数える。同社は2009














年の活動について｢2 % ルール｣をクリアしている。同社は、これらの CSR を行うに際して、
ニーズアセスメントスタディを実施してローカルニーズを把握している。それらの活動評価
については、受益者数・受益者団体数といった数値面での量的把握を現場から吸い上げると


















第 2 点目は、CSR が制度化されたことにより、CSR がビジネスモデルの 1 つとして捉え
られるようになってきたことである。CSR の法制化により、各社とも、CSR 委員会の設置、
CSR 方針の制定、活動領域の選択、｢2 % ルール｣ の達成状況報告、という一連の流れが公
式化され義務づけられた。これによって、それまで各社バラバラに実施されていた CSR の
計画と実践に、1 つの活動フレームワークが公式に示されたことになる。これによって各社
の CSR が一目で把握しやすくなり、各社間の比較もしやすくなった。CSR の法制化は、イ
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